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れるという理解で，学説は一致している。Joachim Gernhuber, Synallagma und Zession, FS Ludwig Raiser, 
Tübingen 1974, S.85; Ingeborg Schwenzer, Zession und sekundäre Gläubigerrechte, AcP 182(1982), S.232
など。これに対し，判例には，債務者の履行遅滞が債権譲渡の前後いずれに発生したかにかかわらず，債権














































11）　Karl Larenz, Lehrbuch des Schuldrechts, Band 1 Allgemeiner Teil, 14.Auflage, München 1987, S.432; 
Dieter Medicus / Stephan Lorenz, Schuldrecht I Allgemeiner Teil, 21.Auflage, München 2015, S.308 
Rn.666; Dirk Looschelders, Schuldrecht Allgemeiner Teil, 16.Auflage, München 2018, S.349 Rn.4.
12）　Medicus / Lorenz, aaO. (Fn.11) S.313 Rn.678; Looschelders, aaO. (Fn.11) S.352 Rn.3; Heinz Georg 
Bamberger / Herbert Roth / Wolfgang Hau / Roman Poseck, Bürgerliches Gesetzbunch: Band 1 §§1―480, 
4.Auflage, München 2019, §249 Rn.37 [Johannes W. Flume] [zitiert: Bamberger/ Roth / Hau / Poseck /
Bearbeiter].
13）　Larenz, aaO.(Fn.11) S.433; Medicus / Lorenz, aaO. (Fn.11) S.313 Rn.678; Looschelders, aaO. (Fn.11) S.356 
Rn.7.
14）　Larenz, aaO.(Fn.11) S.434f.


























16）　以上につき，Larenz, aaO.(Fn.11) S.440ff.; Medicus / Lorenz, aaO. (Fn.11) S.316 Rn.682; Looschelders, 
aaO. (Fn.11) S.360 Rn.18。
17）　詳細につき，Medicus / Lorenz, aaO. (Fn.11) S.316f. Rn.683; Otto Palandt (Begr.), Bürgerliches Gesetzbuch, 




































21）　BGH ZIP 1991, 1436 (v.25.9.1991); BGH WM 1994, 2016 (v.19.9.1994); BGHZ 128, 371 (v.9.2.1995); 
BGH NJW 2006, 1662 (v.9.2.2006); BGH MDR 2008, 1033 (v.12.6.2008). 最後の判決は包括承継の事案であ
る。判例は，基本的に学説に追随しているため，本稿では取り上げない。
22）　Gernhuber, aaO.(Fn.6) S.86; Schwenzer, aaO.(Fn.6) S.236; Gerhard Röder, Der praktische Fall, 
Bürgerliches Recht: Das vergiftete Pferdefutter, JuS 1984, 620.
23）　Uwe Hoffmann, Abtretung der Hauptforderung und Verzugsschaden, WM 1994, 1465.
24）　Schwenzer, aaO.(Fn.6) S.236.
25）　Larenz, aaO.(Fn.11) S.424; Looschelders, aaO. (Fn.11) S.349 Rn.2.
26）　Walter Brügmann, Die Abtretung von Forderungen aus gegenseitigen Verträgen, Hamburg 1934, S.8.
27）　以上につき，Brügmann, aaO.(Fn.26) S.8; Heinrich Dörner, Dynamische Relativität, München 1985, S.258。
両者の見解は，譲渡債務者が債権譲渡を知らない場合には譲受人に生じた損害について相当因果関係を否定



























28）　以上につき，Knut Wolfgang Nörr / Robert Scheyhing / Wolfgang Pöggeler, Sukzessionen, 2.Auflage, Tübingen 
1999, S.45 [Nörr]。ネルは，譲渡債務者と譲渡人との間の特約が，譲受人にも対抗できることを前提として
いる。






31）　Julius von Staudinger, Staudingers Kommentar zum Bürgerlichen Gesetzbuch mit Einführungsgesetz 
und Nebengesetzen: Buch 2. Recht der Schuldverhältnisse: §§397-432, Berlin 2017, §404 Rn.2 [Jan 









































































38）　Gernhuber, aaO.(Fn.6) S.86; Röder, aaO.(Fn.22) S.619.
39）　Nörr / Scheyhing / Pöggeler, aaO.(Fn.28) S.45 [Nörr].
40）　Larenz, aaO.(Fn.11) S.578 Fn.7; Bamberger / Roth / Hau / Poseck / Rohe, §398 Rn.63.





























44）　Schwenzer, aaO.(Fn.6) S.235; Röder, aaO.(Fn.22) S.620.
































48）　Gernhuber, aaO.(Fn.6) S.86f.; Röder, aaO.(Fn.22) S.620; Hoffmann, aaO.(Fn.23) S.1465.



























































































































64）　この警告義務の法的性質は，いわゆるオプリーゲンハイトだとされている。Larenz, aaO.(Fn.11) S.543; 
Medicus / Lorenz, aaO. (Fn.11) S.347 Rn.749を参照。
65）　Gernhuber, aaO.(Fn.6) S.87; Schwenzer, aaO.(Fn.6) S.235; Röder, aaO.(Fn.22) S.620; Dörner, aaO.(Fn.27) 
S.259; Hoffmann, aaO.(Fn.23) S.1465f.; Nörr / Scheyhing / Pöggeler, aaO.(Fn.28) S.45 [Nörr]; Staudinger /
Busche, §398 Rn.82; Medicus / Lorenz, aaO. (Fn.11) S.373 Fn.3; Bamberger/ Roth / Hau / Poseck /Rohe, 
§398 Rn.63.
66）　Gernhuber, aaO.(Fn.6) S.87. Dörner, aaO.(Fn.27) S.259; Bamberger/ Roth / Hau / Poseck / Rohe, §398 
Rn.63もこれに近い。



























































72）　Uwe Seetzen, Sekundäre Glaubigerrechte nach Abtretung des Hauptanspruchs aus einem gegenseitigen 





















































































85）　Frank Peters, Die Schadensberechnung bei der Verletzung zedierter Forderungen, JZ 1977, 122. ペーター
スの叙述は明確ではない。正確にいえば，譲渡債務者の主張は，譲渡人のもとで一定額以内の損害が発生し
たはずであること，あるいは，譲渡人のもとでは損害が発生しなかったはずであること，であろう。
86）　Peters, aaO. (Fn.85) S.121.












































































99）　Dörner, aaO.(Fn.27) S.260. デルナーは，譲渡債権自体の価額の変更がBGB399条に該当することは認めて
いる。
100）　Hoffmann, aaO.(Fn.23) S.1465; Röder, aaO.(Fn.22) S.619.
101）　Hoffmann, aaO.(Fn.23) S.1465.
102）　Michael Juncker, Der Umfang des einem Zessionar zu leistenden Schadensersatzes wegen Verzuges bei 



















































































































115）　Peters, aaO. (Fn.85) S.122.
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渡がなされており，まさにその影響が問題なのである。そうすれば，損害賠償法との関係を考察する
だけでは，決定的な根拠を導くことはできないように思われる 116）。損害賠償法との関係を前提としつ
つも，やはり債権譲渡に固有の観点からの検討が不可欠であろう。ドイツ法において，譲渡債務者の
要保護性に議論が集中していることは，このように理解をすることができる。このことは，冒頭で述
べた本稿の問題設定にも合致している。したがって，参照をする価値がより大きいのも，譲渡債務者
の要保護性に関する議論であるといえる。
　譲渡債務者の要保護性について，譲受人基準説の多くは，BGBが規定する2種類の譲渡債務者保
護の区別に応じて検討を行っている。BGB404条の保護については，譲渡債務者が譲渡人を基準とし
て損害を算定できる状況は事実的地位にすぎないとして，要保護性が否定されている。この「事実的
地位」という表現は，何らかの地位が譲渡債務者保護の対象とならないことを言い換えるにすぎない
かのように使われることもある。しかし，ここでは，事実的地位という表現に，譲受人基準説の意図
が表れているように思われる。というのは，譲受人基準説は，BGB404条の保護を否定する根拠とし
て，譲渡人との関係では，譲渡債務者の賠償額に制限がなかったことや，損害額の変動があり得たこ
とをあげている。これは，そもそも債権者との関係で一定額の損害しか発生しなかったという地位自
体が債務者には認められないため，譲渡債務者は，譲受人のもとで損害額が増加したとしても，譲渡
人のもとでの変動に対するのと同様に保護されない，ということであると解される。ここでは，損害
の額に目が向けられているとともに，その額が譲渡人のもとにおける具体的な事情とは切り離されて
いるという意味で抽象化しているということができる。このように考えると，債権者のもとにおける
損害額の変動は，まさに事実の問題と捉えられる 117）。譲受人基準説は，このような理解にもとづき，
ここで問題になっているのは譲渡債務者の事実的地位であり，保護に値しないという理解をしている
のだと考えられる 118）。このような理解をすれば，譲渡人基準説からなされていた，損害の算定に当たっ
ては理論上最悪のケースを基準とするべきではないという批判は，譲渡人のもとでの損害額の変動に
上限を設けるべきという趣旨のものとなる。その当否は措くとして，批判としては外在的なものだと
いえる。また，ゼーツェンは，譲渡債務者が債権譲渡を知っている場合につき，契約締結後に事情が
変化したことで増加した損害は債務者が負うべきであることから，譲渡債務者の不利益を否定してい
る。以上に述べたことからすれば，ゼーツェンの主張も，BGB404条の保護に関するものと位置づけ
ることができよう 119）。
116）　損害賠償法との関係における譲受人基準説の主張には，このような評価が当てはまるといえる。
117）　前述のようにブリューグマンは，この例として，譲受人に譲渡人よりも才覚があったためにより高額での
転売ができた場合をあげており，これを事実的利益の典型とされる債権者の寛容さと同様のものであるとし
ている。注37および対応する本文の記述を参照。
118）　後述するように，この見方それ自体は基本的に適切であると思われる。
119）　ゼーツェンは，BGB404条と406条以下とのいずれの問題であるかは述べておらず，また，事実的地位と
いう言葉も用いていない。しかし，ゼーツェンのあげる根拠は，譲渡債務者が債権譲渡を知っていることが
検討の前提となっていることを踏まえても，譲渡債務者が債権譲渡を知っているかどうかによって左右され
るものではない。そうすれば，本文のような理解が適切であろう。
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　BGB404条の保護に関する以上の理解は，BGB406条以下の保護についての譲受人基準説の主張と
も整合する。譲受人基準説は，BGB406条以下の保護について，債権者に生じる損害が一定の展開の
中で一定の金額以内で生じるという債務者の信頼を考慮の対象としている。この点，BGB404条の保
護に関して述べたことによれば，債務者には，債権者との関係で一定額の損害しか発生しなかったと
いう地位自体がそもそも認められない。したがって，このことに対する信頼も，また否定されること
になる。譲受人基準説がBGB406条以下の保護を損害賠償の制度との関係で否定していたことは，
このように理解をすることができる。また，譲受人基準説は，BGB406条の保護を否定する根拠とし
て，譲渡債務者が債権譲渡を予見できたことや，債務不履行をした譲渡債務者には要保護性がないこ
ともあげている。上述のとおり，譲受人基準説では，信頼の対象となる損害額が譲渡人のもとにおけ
る具体的な事情とは切り離されるという形で抽象化しているといえる。そうすれば，ここでの信頼は
譲渡人という特定の者へ向けられたものではないということになる。したがって，譲渡債務者が債権
譲渡を予見できるのであれば，信頼が害されるものではないということになるといえる。また，譲渡
債務者の信頼保護が損害賠償法との関係において否定されるのであれば，ここで譲渡債務者に信頼保
護を認めることは，特別の保護ということになる。譲受人基準説が譲渡債務者の要保護性を否定する
ことは，この特別の保護を否定するものと位置づけられる。
　譲受人基準説は，以上のように信頼保護を否定する一方で，譲受人に，BGB254条2項1文にもと
づく警告義務を課す。この点，算定基準に関して同条を適用することに特殊性を認めないのであれ
ば 120），この警告義務は，損害の変更を原則として譲渡債務者に甘受させつつ，異常な損害については，
債権譲渡がなかった場合と同様の保護を譲渡債務者に認めようとするものであるということになる。
ここには矛盾は存在しない。これに対し，算定基準に関して警告義務を課すことをBGB254条2項1
文の拡張であると理解すれば 121），譲渡債務者に対し，一方で，債権者に生じる損害の展開や額に変更
がないという前提で行動することを認めず，他方で，損害の変更の原因となる債権者の利益の変更が
ないという前提で行動することを認めるという結果になる。この結果は，―債権者の利益の変更
への対処の可能性を譲渡債務者に認めるべきという価値判断の当否は措くとして―評価矛盾であ
るように思われる。このことの原因は，保護されるべき譲渡債務者の利益の捉え方にあるといえる。
譲受人基準説は，BGB406条以下の保護について，債権者に生じる損害が一定の展開の中で一定の金
額以内で生じるという債務者の信頼を考慮の対象としている。この信頼が譲渡人との関係で保護され
ない以上，譲受人との関係でも保護に値しないというのが，譲受人基準説の主張であった。しかし，
これはむしろ，BGB404条の保護の発想である。BGB406条以下の保護は，譲渡債務者が債権譲渡を
知らないまま行動した結果として被る不利益を対象とするものである。BGB406条以下の保護として
は，譲渡人との関係ではなく，譲受人との関係での信頼保護の是非が論じられなくてはならないはず
である。譲受人基準説の一部は，この点に不徹底さを孕み，上記の評価矛盾を招来しているものと思
120）　シュヴェンツァーやホフマンの見解である。注68および対応する本文の記述を参照。
121）　ゲルンフーバーやネルの見解である。注66，67および対応する本文の記述を参照。
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われる 122）。
　これに対し，ゼーツェンは，譲渡債務者が債権譲渡を知らない場合について，損害の変更の原因と
なる債権者の利益の変更に対処できないことを，BGB406条以下の保護の対象としている。上述のこ
とにかんがみれば，債権者の利益の変更への対処の可能性を譲渡債務者に認めるべきだとするのであ
れば，ゼーツェンのように考えるのが一貫するといえる 123）。
　以上の見解とは異なり，デルナーは，体系的な観点から譲渡債務者の保護を否定する。デルナーに
よれば，債務関係の当事者の交替による契約内容の変更には他方当事者の同意が必要であるところ，
この同意が制度上不要とされている債権譲渡では，譲渡債務者は原則として契約内容の変更を甘受し
なければならない。この理解のもとでは，BGB404条および406条以下の保護は例外的なものと位置
づけられ，損害賠償の算定基準へは及ばないとされる。また，デルナーも，BGB254条2項1文にも
とづく警告義務を譲受人に課している。これは，損害の変更の原因となる債権者の利益の変更に対処
できないという不利益からの譲渡債務者の保護を，BGB406条以下ではなく，254条2項1文によっ
て図るものであると解することができる 124）。
　以上の譲受人基準説に対し，譲渡人基準説では，まずペータースが，譲渡人を基準として算定され
る損害賠償額を譲渡債権の内容に取り込み，BGB399条による説明を行っている。この法律構成自体
には反論が多いものの，その背後にあるペータースの価値判断は，法律構成と強く結びついているわ
けではない。ペータースは，譲渡人を債権者として準備をした譲渡債務者の地位が債権譲渡によって
剥奪されることを不当であるとしている。ペータースの見解の中心はここにあると考えられる。他方，
ユンカーは，契約自由の原則が，契約相手の選択だけでなく，選択の前提となる，契約締結にともな
う経済的出捐の評価にも及ぶとする。このことから，この評価の基準となる者を債務者の関与なく変
更することは，契約自由の原則から認められないとされている。以上のことからすれば，譲渡人基準
説に属する見解は，いずれも，具体的な契約相手である譲渡人との関係において，譲渡債務者がどの
ような損害を負担したかに目を向けているといえる。言い換えれば，譲渡債務者は具体的な譲渡人を
債権者とし，その利益を前提としてきたのであり，その地位が保護の対象とされているということに
なろう。ペータースとユンカーは，根底にある価値判断においては，いずれもこのような理解にもと
づくものと評価できる。両者の相違は，この価値判断を解釈論とする際の構成にある 125）。また，譲渡
122）　本稿では，譲受人基準説では，BGB404条の保護とBGB406条以下の保護とに関して考慮されている内容
に接近が見られ，また，BGB406条以下の保護に関しては譲渡債務者が債権譲渡を知らないという観点が脱
落しているように見える，という指摘をしてきた。このことも，結局は2つの保護の区別が厳密さを欠くとい
うことに帰着するといえる。
123）　ゼーツェンは，譲渡債務者が債権譲渡を知っている場合にはBGB254条2項1号にもとづく警告義務を譲受
人に課している。しかし，ゼーツェンは，譲渡債務者が譲渡人との関係でもBGB254条2項1文にもとづく主
張ができる以上，譲受人にも同様の主張ができなければならないとして，BGB404条を適用している。これは，
BGB254条2項1文の拡大という発想ではない。したがって，ゼーツェンの見解に矛盾はない。
124）　もっとも，このように考えたとしても，評価矛盾の問題は残るように思われる。
125）　ペータースとユンカーは，この場面における譲渡債務者の地位が事実的地位ではなく法的地位であるとし
ている。とりわけ，ユンカーは，譲渡債務者が具体的な譲渡人を基準にリスク評価をしたことを契約自由の
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人基準説では，譲渡債務者が債権譲渡を知っているかどうかは区別されていない。この場面における
譲渡債務者の保護は，あえて言うとすれば，BGB404条の保護ということになろう 126）。
　ここまでに述べたことによれば，譲渡債務者の要保護性という観点のもとで考慮されている譲渡債
務者の地位は，譲受人基準説と譲渡人基準説とで異なっているということが明らかになる。譲受人基
準説は，債権者に発生する損害額に目を向け，その考慮においては，損害額を，具体的な譲渡人の事
情とは切り離すという意味で抽象化している。これに対し，譲渡人基準説は，譲渡債務者が具体的な
契約相手である譲渡人との関係においてどのような損害の可能性を負担したのかということを保護の
対象としている。まとめると，債権者との関係における抽象的な損害額に関する地位と，契約相手と
の関係における具体的な損害の範囲に関する地位であると表現できよう 127）。これらの地位ないし地位
に対する保護は，異なるものである一方，対立するものではない。むしろ，損害算定において考慮さ
れるべき譲渡債務者の地位が，このように複数あると理解すべきであろう。したがって，これらの地
位に関する両見解の主張の内容も，他方の見解を否定する根拠とはならないものである。また，この
ような整理のもとでは，デルナーの見解は，法律が債権譲渡の際の譲渡債務者の保護を意図的に弱体
化しているという制度的および体系的根拠から，上述の譲渡債務者の地位の要保護性を否定するもの
であると位置づけられる。
　次に，譲受人基準説では，譲渡債務者が債権譲渡を知らない場合について，譲渡債務者に保護の必
要性があるということで概ね一致が見られる。もっとも，BGB254条2項1号にもとづく警告義務の
議論を見る限り，譲渡債務者の要保護性の根拠は，単に債権譲渡を知らないことというよりは，損害
の変更の原因となる債権者の利益の変更に対処できないことにあるといえる。この要保護性もまた，
上述の譲渡債務者の2種類の法的地位の要保護性とは区別されるべきである 128）。
原則から根拠づける。この理解のもとでは，譲渡債務者の地位は法的地位にあたるということになろう。
126）　ペータースはBGB 404条の適用を明確に否定しているものの，それは同条の適用に関する技術的な観点に
よるものである（注85および対応する本文の記述を参照）。同条の価値判断ないし背後にある譲渡債務者の保
護を否定するものではない。
127）　ペータースは，BGB399条との関係において，譲渡債権および損害賠償の「額」を考慮している。また，ペー
タースとユンカーはともに，譲受人のもとで生じた損害の「額」が譲渡人のもとで予想された損害の「額」
よりも少なければ，譲受人が損害賠償算定の基準となるとしている。この限りでは，譲渡人基準説でも，損
害額が保護の対象とされているともいえる。しかし，ここで損害の「額」が問題とされているのは，賠償さ
れるべき損害を差額的に捉えていることによるものと考えられる。譲渡人基準説は，譲渡人を債権者とした
譲渡債務者の準備を重視しており，やはり抽象的な「額」を見ているわけではない。また，実際的には，す
でに述べたようにそもそも損害の範囲と金銭評価を区別しがたい場面があることや，譲受人に生じた損害額
が譲渡人に予想された損害額よりも少ない場合には譲渡人を基準とすべき理由がないことも，影響している
と思われる。
128）　譲渡人基準説は，譲渡債務者が債権譲渡を知らないことにもとづく要保護性については述べていない。こ
れは，譲渡人基準説の主張が，譲渡債務者が債権譲渡を知っているかどうかにかかわらないとされているこ
とによるものと思われる。そのこと自体は正しいと考えられるものの，次項で述べるように，譲渡人基準説
の立場のもとでも，損害の変更の原因となる債権者の利益の変更に対処できない譲渡債務者の保護は問題と
譲渡された債権に対する債務不履行にもとづく損害賠償の範囲
― 205 ―
　このように，債権譲渡後における譲渡債務者の債務不履行にもとづく損害賠償の算定基準に関して
は，債権譲渡の観点からは，以下のことが考慮されなければならないといえる。第一に，債権者との
関係における抽象的な損害額に関する地位およびその要保護性である。第二に，契約相手との関係に
おける具体的な損害の範囲に関する地位およびその要保護性である。第三に，債権譲渡を知らないた
めに損害の変更の原因となる債権者の利益の変更に対処できない譲渡債務者の要保護性である。次項
では，このようなドイツ法の検討結果をもとに，日本法における解釈の可能性を探ることとしたい。
Ⅲ．日本法への示唆
　本稿の冒頭で述べたように，債権譲渡後における債務不履行にもとづく損害賠償について，譲渡人
と譲受人とのいずれが基準となるかは，日本法においては，損害賠償の範囲として，一応は民法416
条の解釈に関する問題であるといえる。この点，出発点において完全賠償原則をとるドイツ法との間
には相違点がある。しかし，そのような差異を前提としても，ドイツ法の検討から得られた前項の成
果は，とりわけその実質的考慮の面において，参考になるものと思われる。この実質的考慮は，債権
譲渡に関与できない譲渡債務者の保護という観点からなされている。前項で述べたとおり，この観点
からは，3つの事柄を考慮する必要がある。
　第一に，債権者との関係における抽象的な損害額に関する地位およびその要保護性である。ドイツ
法では，譲受人基準説が，譲渡債務者は譲渡人との関係でも損害額の変動がありうることを理由に，
譲渡債務者の要保護性を否定している。このことは，日本法においても，基本的に正当であると考え
られる。譲受人基準説が指摘するとおり，譲渡債務者が譲渡人に対して負う損害賠償の額は，債権譲
渡がなかった場合でも定まっているわけではない。譲渡債務者は，契約締結後の事情によって譲渡人
の損害額に変動があったとしても，その損害が自身の負担すべき範囲内にあるのであれば，全額を賠
償しなければならないはずである。そうすれば，ある損害について，譲受人に発生した損害の額が譲
渡人に予想された損害の額よりも多かったとしても，債権譲渡によって債務者の地位に不利益が及ん
だということはできない。
　第二に，契約相手との関係における具体的な損害の範囲に関する地位およびその要保護性である。
ドイツ法では，とりわけユンカーが，契約自由の原則から譲渡債務者の要保護性を肯定している。こ
の根拠は，譲渡債務者が譲渡人との契約締結の際に行っている自身の経済的出捐の評価が譲渡人を基
準としたものであり，契約相手の選択に重要な役割を果たしていることであった。ユンカーは，あく
までも契約相手選択の際における譲渡債務者のリスク評価が否定されることを問題視している。そし
て，このリスク評価は，譲渡債務者が一方的に行っているものである。しかし，このリスク評価も，
それが合意に反映されている限りでは，契約の内容となっていると考えることができる。日本法にお
いては，416条にもとづく損害賠償の範囲の確定に際して，程度の差はあれども契約にもとづく損害
の分配を基礎におくべきであるとすれば，このリスク評価が考慮されなければならない。債権譲渡後
なりうる。
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において譲受人に発生した損害が，譲渡債務者と譲渡人との契約に照らせば譲渡債務者が負担すべき
ものではない場合，この損害を譲渡債務者に負担させることは，契約内容の変更にあたるといえる。
このことは，契約自由の原則により，譲渡債務者の同意がない限り許されないというべきである。こ
のように考えることに対しては，デルナーの見解が反論となりうる。これはもはや価値判断の問題で
あるものの，デルナーとは異なり，債権譲渡に関与できない譲渡債務者の保護が優先すると解した
い 129）。
　第三に，債権譲渡を知らないために損害の変更の原因となる債権者の利益の変更に対処できない譲
渡債務者の要保護性である。これは，ドイツ法の債権譲渡が，譲渡債務者が一切関知しなくても，譲
渡の効力が譲渡債務者に対しても完全に生じるという制度になっていることを前提としている。これ
に対し，日本法の債権譲渡制度は，対抗要件主義を採用しており，債権譲渡を知らない譲渡債務者に
対して債権譲渡の効力が生じることはない。もっとも，ドイツ法の検討でも述べたように，ここでの
譲渡債務者の要保護性の根拠は，譲渡債務者が債権譲渡を知らないことではなく，譲渡債務者が債権
者の交替にともなう債権者の利益の変更に対処できないことである。この対処を困難にする原因の1
つが，譲渡債務者が債権譲渡を知らないことであるにすぎない。譲渡債務者が債権譲渡を知っていて
も，譲受人の利益を十分に認識していないことは十分にあり得るのであり，この場合にも，譲渡債務
者には損害の発生を回避することが困難となる可能性がある。そうすれば，このような状況が認めら
れる場合には，対抗要件主義を採る日本法においても，譲渡債務者の要保護性が肯定されるといって
よいであろう 130）。この場合，譲渡債務者に対処の可能性を与えるという意味で，ドイツ法の譲受人基
準説が述べるように，譲渡人よりも高額の損害が発生する可能性があることを譲渡債務者に告げる義
務を，譲受人に課すことが考えられよう。これは，譲渡債務者が自らの関与なくなされる債権譲渡を
甘受しなければならないことにもとづく，特別の保護であると位置づけられる。
　以上のことをまとめると，日本法において，債権譲渡後における債務不履行にもとづく損害賠償に
ついて，譲渡人と譲受人とのいずれが基準となるかについて，債権譲渡の観点からは，次のような方
向性を示すことができる。
　債権譲渡後に発生した債務不履行にもとづく損害賠償についても，譲渡債務者が賠償するべき損害
の範囲は，譲渡債権の発生原因である譲渡人との契約を基礎として決定されるべきである。譲受人に
発生した損害が，譲渡人と譲渡債務者との契約を基礎として決定される損害の範囲に含まれない場合，
この損害を譲渡債務者に負担させることは，契約の内容の変更にあたる。これは，契約自由の原則に
より許されない。これに対し，譲受人のもとで発生した損害が，譲渡人と譲渡債務者との契約を基礎
として決定される損害の範囲に含まれる場合，譲渡債務者はこの損害を賠償しなければならない。こ
のとき，譲受人のもとで発生した損害の額が譲渡人に予想された損害の額より多いとしても，譲渡債
129）　この点については，ユンカーの見解（注109，110および対応する本文の記述）も参照。
130）　ドイツ法の譲受人基準説には，BGB406条以下の保護を否定する根拠として，譲渡債務者は債権譲渡を予
測できるということをあげるものがある。まず，抽象的な予測ないし覚悟だけでは，譲渡債務者の保護を否
定する理由にはならないであろう。しかし，具体的な予測が可能である場合，そのことは，譲受人の警告義
務の存否に影響を与えうるとも考えられる。
譲渡された債権に対する債務不履行にもとづく損害賠償の範囲
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務者は譲受人に生じた損害の全額を賠償しなければならない。ただし，譲受人のもとで発生が予想さ
れる損害が譲渡人の損害に比して大幅に多額であったり，譲渡人の損害とは異なる対処を必要とする
ものであったりする場合，譲受人は，その旨を譲渡債務者に告げなければならない。譲受人がこれを
怠った場合，譲受人に生じた損害額のうち，譲渡人に発生したと考えられる損害額を超える部分につ
いて，譲渡債務者は賠償の義務を免れるというべきである。
　以上のように考えることができるとしても，とりわけ損害賠償法の観点からは，なお検討を要する
事柄が多く残されている。416条との関係や，この問題に関する損害賠償の範囲と金銭的評価との切
り分けなど，検討すべき事柄は少なくない。これらについては，今後の課題としたい。
Ⅳ．結びに代えて
　本稿を閉じるにあたり，債権関係における当事者の交替という観点から，本稿の検討結果の展開に
ついて述べておくこととしたい。
　筆者は，別稿にて，債権譲渡や契約上の地位の移転における問題の検討について，債権関係におけ
る当事者の交替にともなう，旧当事者間に存在した「事情」の新当事者間への影響という視点を提示
したことがある 131）。たとえば，債権譲渡であれば，譲渡債権の発生原因である契約がこの「事情」に
あたるところ，債権のみを譲り受けた譲受人に対し，譲渡債権の発生原因である契約の効力がどれだ
け及ぶのかという見方である。譲渡債務者が譲渡人に対する抗弁をもって譲受人に対抗することがで
きる場合（民法468条1項），譲渡債権の発生原因である契約の効力の一部が，譲受人にも及んでい
るといえよう。このことは，債権関係における相対効の原則―債権関係の効力は，その当事者の
みに及び，第三者には及ばないという原則―の否定ないし例外にあたる。そして，契約当事者の
概念を再検討する契機にもつながる。
　本稿で検討をした問題もまた，以上の視点のもとで把握することができる。債権譲渡後における債
務不履行にもとづいて譲受人が損害賠償請求をする場合，譲渡債務者の負担する損害の範囲が譲渡人
との契約を基礎として決定されるということは，この契約の規律の一部が譲受人にも及んでいるとい
うことにほかならない。本稿では，このような結果を，譲渡債務者についての契約自由の原則から説
明した。この説明は，結局は，債権譲渡が譲渡債務者の関与なしになされるため，譲渡債務者の保護
を図る必要があるという原則へ帰着する。このように考えれば，たとえば譲渡債務者が損害の範囲の
変更に同意をしたために要保護性が否定される場合，譲受人を基準に損害の範囲が決定されるという
ことになる。しかし，損害の範囲の基礎にあったのは譲渡人と譲渡債務者との契約である。このとき，
譲渡債務者の同意にもとづいて譲受人を基準に損害の範囲が決定されることを法的にどう説明すべき
かは，必ずしも明確ではない 132）。
131）　山岡航「契約上の地位の移転と解除権（2・完）―契約当事者概念を視野に入れて―」名古屋学院大学
論集（社会科学篇）57巻1号180頁以下，特に182頁以下（2020年）。以下の記述についても，詳細は同部分
を参照されたい。
132）　譲渡債務者の同意があれば譲受人を基準に損害の範囲が決定されるとすれば，譲渡債務者の同意のみで，
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　この点，上述の「事情」が及ぶという発想からは，債権譲渡では，発生原因である契約から切り離
された債権ではなく 133），契約債権という性質を有したままの，契約から切り離されてはいない債権が
譲渡されたと考えることができる 134）。そうすれば，譲渡債務者の同意は，契約債権の性質をもつ譲渡
債権の内容を変更するものであるということができるかもしれない。しかし，このような見方自体，
さらなる検証を必要とするものである。たとえば，この場合における，譲受人の地位の実体―も
はや契約上の地位の一部が移転しているのではないか―など不明確な点は多く残されている。課
題は山積しているものの，今後の検討を期して，ひとまずは本稿を閉じることとする。
譲渡人と譲渡債務者間との契約の内容が変更されたことになる。変更の対象が譲渡債権に関する限りである
としても，譲渡債務者の同意のみで契約の内容変更が生じるということには違和感がある。あるいは，譲渡
債務者が，譲受人を基準とする新たな損害賠償債務を負担する合意をしたといえなくもない。しかし，これ
には説明のための説明であるという印象が拭えない。
133）　ゼーツェンは，譲渡債権が発生原因である契約から切り離されることをはっきりと述べていた（注75およ
び対応する本文の記述を参照）。この点で，ゼーツェンの見解は，本稿の見方とは根本で相容れないといえる。
134）　このように考えるのであれば，譲渡債権が特定額の損害賠償請求権に転換する「素質」がその内容に含まれ，
債権譲渡によっても失われないとするペータースの見解は，そのままでは維持できないものの，再検討する
価値を有しているようにも思われる。
